
新訂第七版

新訂第六版

法律家のための税法［民 法 編］

～民法・会社法の法体系に基づいて編集～

●A5判・単行本・438頁　　定価：本体3,000円＋税

法律家のための税法［会社法編］
●A5判・単行本・660頁　　定価：本体4,500円＋税

法的サービスを提供する際に必要となる税法・税務の知識を
東京弁護士会税務特別委員会の弁護士が、法律家の立場で解説

！

［民 法 編］

［会社法編］◆前版の『法律家のための税法　商法編』を全面的にリニューアル
◆“会社法の条文体系に基づいて”、法人税を中心に税法・税務に関する事項を整理
◆「倒産編」等の新たな項目を追加し、企業倒産の場合の税法の取扱方法も解説

部申込部数
●定価3,240円（本体3,000円）　［コード033068］
新訂第七版 法律家のための税法［民 法 編］

●定価4,860円（本体4,500円）　［コード026245］
新訂第六版 法律家のための税法［会社法編］ 部申込部数

法律税7民  （033068）
法律税6会  （026237）2014.9 SE

【編著】東京弁護士会

新訂第七版

待望の改訂版！

相続税・贈与税の大改正に対応
─法律家の立場から税法へアプローチ─
弁護士に求められる税法・税務の知識を、民法の体系に添って解説

東京弁護士会　編著
第一法規

改訂

税・贈税・贈税・贈贈与税 大改与税の大改与税の大改与税の大改正に対応正に対応正に対応正に対応
律家家家のの立場から税法へアプローチ─
求めらられれる税法・税務の知識を、民法の体系に添って解説

東京弁護士会　編著

◆法律家の立場から税法・税務にアプローチ
◆平成26年度税制改正までに対応し、相続税・贈与税などの大改正をフォロー
　相続時精算課税制度の適用要件の見直しや、事業承継税制の適用要件の見直しなどに対応
◆脚注、事項索引を新設し、より一層の内容の充実を図りました

キ　リ　ト　リ　線

部署名

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　　　　　  　フリーダイヤル TEL　 0120̶203̶696　FAX　 0120̶202̶974 

□公用
□私用

　　　　　―　　　　　　―　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

機関名

■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
FAX　　0120̶302̶640

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

申　込　書　〈第一法規刊〉

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!第一法規 検　索お試し読み、お申し込みはコチラ

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率によります。
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法律家の観点から税法を解説
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Ⅰ　総則（人・法律行為・時効）
 1　外国人の納税義務
 2　日本に住所を有しない日本人の納税義務
 3　外国人又は外国に居住する日本人との取引
 4　失踪宣告
 5　通謀虚偽表示
 6　錯　誤
 7　無効・取消原因を含む契約
 8　条件・期限付契約
 9　取得時効
10　消滅時効
11　租税の消滅時効
12　公益法人

Ⅱ　物権（所有権・担保権）
13　建物の増改築
14　共有物の分割・共有者の死亡
15　共有持分の放棄
16　共同ビルの建築
17　共有資産の収益
18　譲渡担保
19　所有権留保付売買
20　仮登記担保
21　担保権の実行
22　第三者の債務の担保に供された資産の評価

Ⅲ　債権（債権の効力・保証・債権の消滅・解除）
23　租税債権の優先権と調整
24　詐害行為取消権
25　連帯債務・保証債務の履行
26　保証債務の履行と資産の譲渡
27　代位弁済・債務の引受け
28　代物弁済
29　供　託
30　債務免除と貸倒損失
31　契約の解除

Ⅳ　贈　与
32　贈与契約
33　書面によらない贈与
34　条件付贈与
35　死因贈与
36　負担付贈与
37　贈与とみなされる契約
38　生前贈与
39　配偶者に対する贈与
40　住宅取得資金の贈与
41　贈与契約の取消し・解除・解約

Ⅴ　売　買
42　資産の売却
43　時価を下回る価額での売買
44　譲渡所得の計上時期
45　譲渡資産の取得日及び取得価額の引継ぎ
46　手付金の放棄と手付金の倍返し
47　ゴルフ会員権の譲渡
48　金銭債権の譲渡
49　個人の土地譲渡
50　法人の土地譲渡
51　居住用資産の譲渡
52　居住用資産の買換え
53　事業用資産の買換え
54　中高層耐火建築物等の建設のための土地等の
買換え及び交換の特例

55　交　換

Ⅵ　消費貸借
56　金銭消費貸借契約
57　制限超過利息
58　必要経費に算入される利息

Ⅶ　使用貸借
59　個人間の土地の使用貸借
60　法人を当事者とする土地の使用貸借

Ⅷ　賃貸借
61　借地権の設定と所得税
62　借地権の設定と贈与税
63　借地権の設定と法人税
64　定期借地権
65　賃貸料の所得計上時期
66　敷金・保証金の所得計上時期
67　権利金・更新料等の所得計上時期
68　更新料・名義書換料・増改築承諾料
69　借地契約の終了
70　建物の賃貸借の終了と立退料

Ⅸ　雇用・委任
71　従業員給与・役員報酬・役員賞与
72　退職金
73　社宅の家賃
74　弁護士費用の必要経費性

Ⅹ　組　合
75　組合の納税主体性
76　組合員の出資に伴う課税関係
77　利益分配と所得区分
78　組合事業の損失にかかる規制
79　組合と源泉徴収、消費税

ⅩⅠ　不法行為
80　損害賠償金・保険金の非課税範囲
81　損害賠償金と必要経費
82　不法行為により被った損失

ⅩⅡ　和　解
83　和　解

ⅩⅢ　親　族
84　夫婦間の契約取消権
85　夫婦財産共有契約
86　財産分与と慰謝料
87　内　縁
88　認　知
89　養子縁組
90　養育費・扶養料

ⅩⅠⅤ　相　続
91　胎児と相続税
92　推定相続人の廃除
93　相続財産
94　小規模宅地の相続税評価
95　生命保険金・退職手当金等と相続税
96　控除される相続債務の要件
97　相続債務の評価
98　葬式費用
99　相続債務・葬式費用の控除方法
100　特別受益と相続税
101　寄与分
102　代襲相続
103　相続分の譲渡
104　遺言と異なる遺産分割
105　相続税の連帯納付義務
106　相続税における配偶者の税額軽減
107　遺産分割協議が未了の場合の納税義務
108　遺産分割のやり直しと課税
109　代償分割
110　換価分割
111　相続税の延納
112　相続税の物納
113　未分割遺産の再度の相続
114　限定承認
115　相続の放棄
116　特別縁故者への分与
117　遺　贈
118　遺言執行費用
119　遺留分の減殺
事項索引
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Ⅰ　会社法と税法
  1　会社に関係する租税 
  2　法人税法上の独自の概念（同族会社ほか）

Ⅱ　設　立
  3　金銭出資の場合
  4　現物出資の場合
  5　財産引受け
  6　発起人報酬・設立費用
  7　諸手続

Ⅲ　株　式
  8　新株発行（金銭出資）1―概要
  9　新株発行（金銭出資）2―株主割当て
 10　新株発行（金銭出資）3―第三者割当て
 11　新株発行（金銭出資）4―その他
 12　現物出資一般
 13　デット・エクイティ・スワップ（DES）
 14　株式の評価1-法人税
 15　株式の評価2-所得税の場合
 16　株式の評価3-相続税の場合
 17　種類株式
 18　株式等の譲渡に関する課税
 19　自己株式の取得
 20　自己株式の処分・消却
 21　株式の併合・株式の分割・株式の無償割当て
 22　従業員持株会
 23　名義株

Ⅳ　新株予約権
 24　一般の新株予約権
 25　ストック・オプション
 26　買収防衛策における新株予約権

Ⅴ　機　関
 27　定時株主総会と税務申告（確定決算主義）
 28　会社法上の役員と税法上の役員

 29　役員給与概念
 30　会社法における役員報酬等に係る規制の概略
 31　役員報酬（金銭支給の場合）
 32　役員に対する非金銭報酬
 33　役員退職給与
 34　役員給与に関する法人税法上の特殊な取扱い
 35　利益相反取引・競業取引
 36　役員・従業員が行った背任横領の税務処理

Ⅵ　計　算
 37　企業会計、会社法会計、租税会計
 38　法人所得の計算方法
 39　欠損金
 40　剰余金の配当1
 　　―会社法の「剰余金」・「配当」概念と会計・税務の考え方
 41　剰余金の配当2
 　　―剰余金の配当を行う会社の税務
 42　剰余金の配当3
 　　―剰余金の配当を受け取る法人株主の税務
 43　剰余金の配当4
 　　―剰余金の配当を受け取る個人株主の税務
 44　みなし配当
 45　資本金の額の減少
 46　準備金（資本準備金・利益準備金）の額の増減
 47　会社の無償行為
 48　寄附金
 49　使途不明金・使途秘匿金
 50　交際費等
 51　仮装経理

Ⅶ　社　債
 52　社　債
 53　新株予約権付社債

Ⅷ　事業譲渡
 54　事業譲渡
 55　営業権（のれん）の評価・償却

Ⅸ　組織再編
 56　組織再編税制―総論1
 57　組織再編税制―総論2
 58　合　併
 59　会社分割
 60　株式交換・株式移転

Ⅹ　解散・清算・組織変更
 61　株式会社の解散・清算
 62　組織変更

ⅩⅠ　結合企業
 63　グループ法人税制
 64　100％グループ内の法人間の現物分配
 65　連結納税制度 
 66　関係会社の整理・支援

ⅩⅡ　中小企業の事業承継
 67　中小企業の事業承継に関する税制

ⅩⅢ　倒　産
 68　個人（個人事業主を含む）の任意整理 
 69　任意整理における債権者の税務 
 70　法人の任意整理 
 71　民事再生 
 72　会社更生 
 73　特別清算 
 74　法人の破産 
 75　個人の破産 
 76　債務者が破産したときの債権者の税務
 　　（貸倒損失の処理） 
 77　租税債権の破産手続における位置づけ 
資料編
事項索引
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東京都港区南青山2‒11‒17　〒107‒8560
http://www.dai ichihoki .co. jp

Tel . 0120‒203‒694
Fax. 0120‒302‒640


